
１．法人の名称等

２．県所管課名等

３．法人の設立目的等概要

４．組織概況
（１）理事・監事（取締役・監査役）
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注） 県職員：職名で表示。なお、常勤の場合は、派遣時の県における職名、非常勤は県の現職名。
形態：常→常勤、非→非常勤
商法法人の場合：理事→取締役、監事→監査役

⑤  産業人材の育成(産業人材育成事業)

  

H24年3月31日現在

1人 

県
職
員

の
状
況

職名

その他 0人 商工労働部参事監

その他

理事長  知念　榮治

098-859-6255

（公財）沖縄県産業振興公社

那覇市小禄１８３１－１（沖縄産業支援センター４Ｆ）

沖縄県公社等外郭団体の概要調書

法人名

所在地

H24年3月31日現在

　この調書は、沖縄県総務部行政改革推進課が示した様式に各法人又は県所管課が入力したものをまとめたも
のです。従って、各法人ともこの様式に示された科目に当該法人の決算（財務諸表）数値を加除するなどして当
てはめているため、財務関係の項目を参照する場合は御注意願います。
　なお、当該法人に関する内容をより詳しく知りたい方は、以下の県所管課又は法人まで直接お問い合わせくだ
さい。

設立目的
県内商工業の生産技術の向上及び経営の合理化等を促進するため、設備の近代化、下請取引
の円滑化、情報の収集・提供、中小商業の活性化、創造的中小企業の支援、その他産業振興に
必要な事業を行い、もって本県産業の健全な発展に寄与すること。

主な事業内容

①  中小企業の設備の近代化の促進（設備貸与事業・機械類貸与事業）

②  中小企業支援対策（中小企業総合支援事業）

③  地域資源活用産業支援（OKINAWA型産業応援ファンド事業）

④  対外経済活動の促進（海外事務所活動支援事業）

098-866-2330商工労働部 産業政策課

－県との関係

設立経緯
復帰に伴う対外競争の激化、本土資本による系列化等の厳しい経済情勢に対処するため、中小
企業の近代化を図る目的として、中小企業近代化資金等助成法（昭和３１年）に基づく設備貸与
事業を中心に実施する機関として中小企業設備貸与公社として設立された。

県所管課名

電話番号

設立年月日 昭 46 年 12 月 1 日 

代表者職氏名 勤務形態 非常勤

電話番号

理
事
・
取
締
役

14人 

左
の
内
訳

常勤

12人 - 

形態 職名

常  -

形態

県ＯＢ 0人 商工労働部長 非  - -

県派遣

-

非常勤
県職員 1人 - -  - -

-  - -

監
事
・
監
査
役

2人 

左
の
内
訳

常勤

県派遣 0人 

県
職
員

の
状
況

職名 形態 公認会計士又は
税理士の有無等県ＯＢ 0人  - -

その他 0人  - - 有無 有

非常勤
県職員 0人  - - 形態 非

その他 2人 区分 公認会計士



（２）職員 ※内訳

注）

その他：県以外からの派遣職員等を含む。

嘱託等：臨任、嘱託、賃金職員等（パート、アルバイトなど）を含む。

５．基本財産・出資金等の状況 （ ）
（単位：千円）

（１）－①　基本財産（資本金） （１）－②　主な出えん者（主な株主）

（１）－③　県出えん金又は出資金等

（２）　基本金に準ずる基金等の状況

注） 運用財産、基金として管理区分されているものの合計。

左
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内
訳

職
員
総
数

83人

H24年3月31日現在 H24年3月31日現在

県派遣 5人 

管
理
職

2人

県ＯＢ 0人 

0人 0人 

プロパー 13人 プロパー 2人 

左
の
内
訳

県派遣 0人 

県職併任

1人 

その他 13人 その他

県ＯＢ

県職併任

0人 

嘱託等 51人 

一
般
職

81人

左
の
内
訳

県派遣 5人 

県ＯＢ 1人 

0人 管理職：理事を除く当該法人における課長以上とす
　　　　　る。理事と事務局長など兼務の場合は、
　　　　　理事に含めた。

プロパー 11人 

その他 13人 

有価証券

土地・建物等

その他

県職併任

0

順位

0

基本財産
（資本金）(Ａ)

現金

預貯金

 

 

第３位  

 

 

嘱託等 51人 

比率

36,100

出えん金
（出資金）

H23年度

36,100

 

第１位 100%

第２位  

第４位

  36,100

出えん金・出資金（Ｂ）

0

0 第５位

1位36,100 順位

内
訳

0

   

100.0%比率　(B)/(A)

基金等の金額 0 うち、県の出えん金等

出えん者
（株主）名

沖縄県



６．財務状況

（１）－①　収入及び支出状況（公益法人のみ。各年度とも決算数値。） （単位：千円）

注） 各年度とも決算数値。

（１）－②　収入に占める沖縄県の財政支援等の状況（各年度とも決算数値。） （単位：千円）

注）　県補助金等：補助金、交付金、負担金（会費等含む）で、国等から県を経由し交付されるものも含む。
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0
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16%
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766,769

384,051
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-8% -112,394

272,075 326,965

363,162
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H23度

7,645,330

1,282,045

2,399,552

454,225

1,571,700

8%

8%

448,718
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2,892,521

523,268

0%
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92%

3,399,734
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39,297

1,706,371

16%

28%

-376,596

4,682,915

1,722,146

80,441

324

816,913

4,298,446

17%

H21度 H22度

283,442366,811

834,033

2,436

1,379,552

1,314,090

16%

482,870

626,717

384,469

84%

平成23年度

29%

0%

平成21年度 平成22年度

77,033 2% 76,885

764,688

3,921,850

11%

384,469

394,196

915,292

480,375

1,762,478

7,642,875

384,051

　（受託事業収入）

補助金・負担金等収入

管理費

収入合計(ｂ)

事業費

その他収入

前期繰越収支差額

当期収入合計(a)

その他支出

借入金収入

次期繰越収支差額(b)-(c）

当期収支差額(a)-(ｃ)

収
入
の
部

財産運用収入

7,653,103

当期支出合計(c)

会費・入会金収入

収
支
の
状
況

固定資産取得支出

特定預金支出

事業収入

県補助金等注

県委託金 733,456

合　計(O)

県貸付金年度末残高

県貸付金

参考として表示した人件費には、補助や委託事業等の事業執行に必要な事務に係る人件費（支弁人件
費）、管理費に含まれる人件費の合計。

　※　参考　人件費

支
出
の
部

借入金返済支出 1,140,332



（１）－③　損益計算書（各年度とも決算数値。）
※商法法人及びその他法人のうち損益計算書を作成している法人のみ該当。 （単位：千円）

（２）財産状況（各年度とも決算数値。） （単位：千円）

注） 土地・建物等＝土地＋建物＋構築物
短期借入金には、長期借入金のうち１年以内に返済するものを含んでいる。
四捨五入の関係上、資産の合計と負債・正味財産の合計は一致しない場合がある。

10,032,39310,058,249 10,373,180

18,951△ 25,608 60,283

188,875154,200 128,592

H21度 H22度 H23度

00 0
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0
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536,557 387,092

　※　参考　人件費

0

0

0
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522,054311,022 735,142

0 0

0 0

0 0

0

36,100 36,100

1,487,7701,712,176 1,553,915

00 0土地・建物等

基本財産

7,639,9887,498,494 7,697,031

36,100

00 0

売上高（営業収益）①

前期繰越損益⑪

営業外損益⑥

経常損益⑦=⑤+⑥

当期未処分損益⑫=⑩+⑪

7,545,4637,335,843 7,577,703

売上原価②

売上総利益③=①-②

営業利益⑤=③-④

販売管理費④

税引前当期損益⑨=⑦+⑧

特別損益⑧

税引後当期損益⑩

00 0

10,032,39310,058,249 10,373,180

1,048,9591,134,403 1,319,751

447,087455,654 425,184

00 0

601,872678,749 894,567

10,148,205

8,739,5088,759,154 8,828,454

8,271,6688,291,507 8,284,286

243,926164,692 224,975

0 0

467,840467,647 544,168

9,788,4679,893,557

36,10036,100 36,100
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借
 

対
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表

流動資産

未収金

固定資産

無形固定資産

繰延資産

その他有形固定資産

現預金

その他流動資産

未払金

流動負債

資産の合計

その他固定資産

その他流動負債

短期借入金

   長期借入金

固定負債

負債の合計

   その他固定負債

基本金（資本金）

正味財産（資本の部）

当期正味財産増減額
（当期損益）

その他
（積立金・準備金等）

前期繰越正味財産
（前期未処分損益）

負債・正味財産の合計

0


